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はじめに  

 

 本稿は、セルゲイ・キリエーンコ大統領府第 1次官という一人の政府高官に焦点を当て、ウクラ

イナ戦争下のロシア国家官僚機構の特徴について、法令等の規範的文書や新聞報道などの分析を通

じて論じるものである。キリエーンコは、大統領府第 1次官として従来から選挙対策、社会団体・

政党との関係、青少年政策、人材育成や人事管理といったロシア内政全般のマネジメント業務を担

ってきたが、2025 年 8 月の大統領府機構改編を経て、彼の所掌事項は、いわゆる「近い外国」や

「グローバルサウス」との関係にまで拡大している1。大統領府の新設部局長にはキリエーンコに

近い原子力部門（ロスアトム）の人材が抜擢されるなど2、近年、クレムリンの政府高官の中で、キ

リエーンコは着実に存在感を高めてきた。本稿では、その影響力ある一人の「官邸官僚」を中心に

据えて、近年の政治プロセスを整理することで、ロシア国家官僚機構の現況を把握することを目指

す。こうした取り組みは、いずれ訪れる「ポスト・プーチン期」におけるロシア政治のシナリオを

構想する上でも欠かせない作業であると筆者は考える。 

 

 

セルゲイ・キリエーンコとは？  

 

 （1）エリツィン政権期――危機の首相 

キリエーンコは、1962年 7 月 26日生まれの 63歳で、アブハジア・スフミ出身者である3。父は

モスクワ国立大学哲学部教授のヴラジレーン・イスライチェーリ、母はラリサ・キリエーンコで、

両親が 1970 年代初頭に離婚すると母とともにソチに移住する4。1979 年には父のいるゴーリキー

（今のニジニ・ノヴゴロド）に移った。1984 年にゴーリキー水運技師大学造船学部を卒業し、1984

年から 1986年にかけてウクライナ・ムィコラーイウの防空部隊で兵役に就いた。兵役から戻ると、

ゴーリキーの造船工場「クラースナエ・ソルモヴォ」に勤務し、工場コムソモール委員会書記、ゴ

ーリキー州コムソモール委員会第 1書記を務めた。なお同工場は、潜水艦建造や水中作業機械の製

造でも知られており、1930年から 2005年までに 300隻以上の潜水艦（うち 26隻は原子力潜水艦）

を建造し、ソ連・ロシア海軍に納めた5。 

1980 年代末には、他のコムソモールらとともに、「AMK コンツェルン」を創設し、理事長に就

任した。さらに 1990 年 3 月にはゴーリキー州人民代議員ソヴィエト代議員に就任したほか、連邦

政府附属国民経済アカデミーで金融・銀行業務を専攻し、1993年に同アカデミーを修了している。 

その後、1994年からニジニ・ノヴゴロドの社会・商業銀行「ガランチヤ」総裁を務めた後、ニジ

ニ・ノヴゴロド州知事のボリス・ネムツォーフの推薦により、1996年から石油会社「ノルシ・オイ

ル」社長に就任した。キリエーンコの中央政界進出は、第 2期エリツィン政権発足の翌年で、1997

年 5月に燃料・エネルギー省第 1次官、97年 11 月に同大臣に就任した。 

ただし、当時のエリツィン政権は、汚職疑惑に端を発する議会政局の真っただ中にあり、ロシア

連邦共産党をはじめとする野党勢力とエリツィン大統領との攻防が激化していた6。1998 年 3月 23

日、エリツィン大統領は、チェルノムイルジン内閣の総辞職を決定し、自ら首相臨時代行に就任し
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て7、キリエーンコを第 1副首相に任命した8。これに続いてキリエーンコは、エリツィン大統領に

よって首相代行に任命された9。ただし、エリツィンが自ら大統領令を発し、首相臨時代行に就任

して、キリエーンコを最終的に首相代行に引き上げる法的手続きについては、疑義が指摘される10。 

さらに、その後もキリエーンコの首相への正式な任命、すなわちキリエーンコ内閣の成立を巡っ

て、エリツィン大統領と共産党をはじめとする議会の対立勢力の間では、激しい攻防があった。キ

リエーンコを首相とするエリツィンの案は 2度にわたり国家会議（下院）で否決され、最終的には

1998 年 4 月 24 日に実施された 3 回目の投票で、キリエーンコ内閣が正式に発足した11。ただし、

アジア通貨危機の余波をうけ、ロシアでも 1998 年 8 月に金融危機が生起し、国債のデフォルトに

発展した。こうしてキリエーンコ内閣は、あえなく退陣を余儀なくされたのである。 

キリエーンコは、首相辞任後、政党を率いて政治活動を本格化させ、1998 年には「新勢力」党

首、1999 年から 2000 年まで「右派勢力同盟」共同議長を務めたほか、下院議員として、「右派勢力

同盟」の会派代表に就いた。ただし、1999 年にモスクワ市長選に出馬した際には、彼の得票率はわ

ずか 11.2％にとどまり、ユーリ・ルシコーフ（得票率 69.86％）に大敗するなど12、1990 年代末の

政治人生は、逆風のなかにあったと言えよう。 

なおキリエーンコの極めて短い首相在任期間には、後に第 2代ロシア連邦大統領に就任するウラ

ジーミル・プーチンがクレムリンの権力中枢にいた。1998 年 5 月、彼は大統領府次官 兼 監督総

局長から大統領府第 1次官に昇任し、その 2か月後の 7月には連邦保安庁長官に抜擢された。サン

クト・ペテルブルグ出身で 1996 年 8 月に大統領総務局次長として中央政府に進出したばかりであ

るから13、うなぎ登りの出世と言えよう。一方のキリエーンコは、1993年 10月の憲法危機から 1998

年の金融危機とデフォルトというロシア社会の最も困難な時期に、企業人、そして政治家としてキ

ャリアを積んだ。とくに 1990 年代末において、キリエーンコとプーチンのキャリアは対照的であ

る。 

 

（2）第 1次プーチン政権期――中央地方関係のマネジメントと国家官僚制の再構築 

2000 年 5 月に第 1 次プーチン政権が発足すると、連邦制改革の一環として、連邦管区制が導入

された。ロシア連邦全土を 7つの管区に分けるもので、各連邦管区には連邦中央のお目付け役とし

て、連邦管区大統領全権代表が配置された。各連邦管区には、法務省、内務省、検察庁、会計検査

院の地方出先機関である連邦管区局が設置され、地方権力の統制が強化された14。 

連邦管区制は、中央集権化政策の一環であり、とくに「初代」の大統領全権代表には、純粋にシ

ロヴィキ（治安機関関係者）の属性を持つ者が多く任命された。その中で沿ヴォルガ連邦管区大統

領全権代表に任命された首相経験者のキリエーンコは、やや異色の経歴ではあるが、プーチン大統

領は、この時期の彼の職務を高く評価しているとの見方がある。1990 年代の過度な地方分権化に

よって、地方では「封建領主」のように振舞う首長もおり、当時のプーチン政権にとって、地方権

力の統制、すなわちモスクワの連邦中央を頂点とした垂直的権力の構築は、「一丁目一番地」の政

策であった。 

こうした政治的文脈の中で、キリエーンコは、中央政府と地方政府の間で締結される権限区分条

約の調整などを通じて、タタルスタン共和国のミンチメール・シャイミーエフ大統領やバシコルス

タン共和国のムルタザー・ラヒーモフ大統領ら影響力のある地方首長を垂直的権力のなかに組み込

んだと言われている15。彼は、沿ヴォルガ連邦管区大統領全権代表を 2000年 5月から 2005年 11月

まで務めており16、他の「初代」大統領全権代表と同様に、短期間で解任されることはなかった17。



 

―  ROLES REPORT  No.74 3 

それだけプーチン政権は連邦管区制の制度設計に注力していたものとみられ、キリエーンコは確か

にプーチンの人事管理簿に入り、その星取表も決して悪くなかったものと考えられる。なおキリエ

ーンコは、化学兵器廃棄に関する業務にも従事しており、2001 年に創設された化学兵器廃棄国家

委員会の委員長を 2005年まで務めた18。 

 ところで、現代ロシアにおける国家官僚制が再構築されるのも、この第 1次プーチン政権期であ

る19。国家官僚制については、2003 年 5 月 27 日付連邦法第 58 号「国務制度について」（2003 年

法）、2004 年 7 月 27 日付連邦法第 79 号「国家文官職の事務について」（2004 年法）、及び 2005 年

12 月 31 日付大統領令第 1574 号「連邦国家文官職一覧について」の 3 つの法令が相次いで整備さ

れ20、このうち 2003年法は、職種の大分類など公務員制度の基本事項について定めている。 

また、2004年法は職階の基本事項のほか、政治的中立性、贈与、兼業兼職、勤務時間管理、無断

欠勤への懲戒等の服務管理、採用や定員削減、昇任、定年等の機構・定員管理について定めており、

「連邦国家文官職一覧について」では、国家権力機関における官職の分類や職階について定めてい

る。 

国家官僚の競争的な採用と昇任を制度化するなど、第 1次プーチン政権以降、大統領府がイニシ

アティブをもって、一連の公務員制度改革を推進した。大統領府は、ソ連共産党中央委員会事務機

構に似て、官僚機構の各部門を統合する機能を果たし、この大統領府に求められる機能が「組織的・

人的連続性・類似性をもたらした」と言われる21。 

こうしてロシアの国家官僚機構の整備が着々と進展する最中、キリエーンコは、垂直権力の構築

を目指した連邦制改革の最前線から「原子力」という異業種に移り、また別の業界において実績を

重ねる。 

 

（3）ロシア原子力庁長官――原子力産業へ 

 2005 年 11 月、キリエーンコはロシア原子力庁長官に任命された。ロシアの原子力担当官庁は、

体制転換も相まって、機構改編を繰り返してきた。ソ連邦末期のチェルノブイリ原子力発電所事故

直後の 1986 年 7 月 21 日には、ソ連邦原子力省が発足し22、1989 年 6 月 27 日にソ連邦原子力・産

業省が発足すると、9 月 11日に原子力省と中型機械製作省が同省に統合された23。そしてソ連邦解

体後の 1991年 1月 29日にはソ連邦原子力・産業省の廃止が確認され、その法的地位は新たに設置

されたロシア連邦原子力省が継承した24。さらに 2004 年 3 月 9 日には、大規模な統治機構改革が

実施され、ロシア連邦原子力省は、ロシア連邦原子力庁に改編された25。 

 2007 年、原子力庁は国家コーポレーション・ロスアトムに改編され、傘下に子会社を抱えてビジ

ネス活動ができる体制が整えられるとともに、原子力部門の効率的な発展が促進されることとなっ

た26。ロスアトム総裁となったキリエーンコの最初の任務は、原子力という閉鎖的な業界ならでは

の汚職問題への対応と国家コーポレーションとしての業務の最適化、外国におけるビジネス展開で

あった。 

例えば、政治的理由で中断していたイランのペルシャ湾岸に位置するブシェール原子力発電所の

支援を巡る交渉を再開させ、2011 年に 1 号機の試運転が開始し、同国の電力網に接続した。さら

に、2016 年には 2号機の建設に着手した。また、中国においても 2007 年、江蘇省連雲港市の田湾

原子力発電所 1号機、2号機を稼働させ、2013年にはインドのクダンクラム原子力発電所の 1号機

建設に着手した。これらイラン、中国、インドの原子力発電所の建設支援において、キリエーンコ・

チームは成果を挙げたと言われる27。 
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原子力庁からロスアトムへの改編期にあたる 2006 年、キリエーンコは、ロシア原子力産業のグ

ローバル展開力に強い自信をみせている。『ロシア新聞』のインタビューでは、世界市場における

原子力企業の競争激化に言及し、「欧州、日本、米国、多国籍企業」との競合を指摘したうえで、

戦略的資源であるウランの国内備蓄、カザフスタン、ウズベキスタンのウラン鉱床へのアクセスが

ロシアにとって極めて重要であると述べている28。またこの 2006年の段階で、「現状をそのまま放

置すれば 2025年から 2030年にはロシアの原子力産業は消滅する」との見解に同意しており、強い

危機感を示している29。 

その意味では、キリエーンコ・チームのグローバル・ビジネスは成功したと言えよう。2023年 4

月、トルコ初のアックユ原子力発電所に初装荷燃料が搬入されたほか30、2023 年 12 月、ロシアと

インドは、クダンクラム原子力発電所の増設に合意し、2025年 12月には、クダンクラム原子力発

電所 3 号機に初装荷燃料が搬入されるなど31、ロスアトムは着実に原子力協力を推進している32。

とくにウクライナ戦争下においては、ロシアにとっての「友好国」であるグローバルサウスとの原

子力産業分野の協力関係を強化している33。 

またロスアトムは業務の性質上、閉鎖都市に拠点を置くため、組織票がその地域の選挙に強い影

響を及ぼしてきた34。こうした閉鎖都市における各種選挙の経験は、のちにプーチンがキリエーン

コを大統領府第 1 次官に引き上げる要因の一つと言われ35、閉鎖都市の選挙手法を連邦レベルに導

入したとの見方もある36。 

 

重責――クレムリン へ 

 

（1）大統領府第 1次官の所掌事項 

2016 年は政権人事が大きく動いた年であった。同年 9 月に下院選を終え、2018 年 3 月の次期大

統領選に向けた体制の整備が行われたものと見られる。先ず 2016 年 8 月、大統領府長官がセルゲ

イ・イワノフからアントーン・ワイノに交代した37。セルゲイ・イワノフは 2011 年 12月からセル

ゲイ・ナルィシキンに代わり、大統領府長官を務めていたから、5年弱の任期であった。なお 2016

年 10 月には、下院議長を務めていたナルィシキンが対外諜報庁（SVR）長官に配置転換となるな

ど38、要職の人事発令が相次いだ。 

こうした中、キリエーンコも同年 10 月 5 日、大統領府第 1 次官に任命される39。この人事も玉

突きであり、キリエーンコの前任者で国内政治、民族間関係を担当していたヴャチェスラフ・ヴォ

ロージンは下院議長に転身した40。 

先に取り上げた「連邦国家文官職一覧について」に従えば、大統領府では、大統領府長官→大統

領府次官→大統領府補佐官 兼 大統領書記官→大統領補佐官 兼 大統領府内部部局長→大統領府

内部部局長→大統領府長官官房長という序列になる。ここでいう法令上の大統領府次官は、第 1次

官 2 名と次官 4 名全体を指す。もう 1 名の第 1 次官は、外務省出身のアレクセイ・グローモフで、

2000 年から 2008 年まで大統領報道官、2008 年から大統領府次官を務め、2012 年 5 月の第 2 次プ

ーチン政権発足時に現職に就いた官邸官僚である41。 

 キリエーンコは、内政ブロックと呼ばれる大統領府でも政党や社会団体との関係、地方統制など

担当する部門の責任者を任された。具体的には、大統領府内部部局のうち、内政局、社会計画局、
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情報コミュニケーション技術・通信インフラ局、社会プロセス監視・分析局を指す42。 

大統領府内政ブロックの筆頭局である内政局長もキリエーンコの第 1 次官就任とともに新任者

が配置された。新たな内政局長には、地方政治に精通したアンドレイ・ヤーリンが任命された。1990

年代は、銀行に務め、2000年代から地方行政府、内務本省などでキャリアを積み、リャザン州副知

事、ドミートリ・カザーク全権代表の下で南連邦管区大統領全権代表部内政局次長を務めたのち、

アレクサンドル・ベグローフ大統領府次官のもとにつく。ベグローフが中央連邦管区大統領全権代

表に就任すると、同次席代表に就き、副官となった。ヤーリンは、キリエーンコのチームにも、そ

の前任者ヴォロージン下院議長のチームにも入っていないかったことで抜擢されたと言われる43。

内政担当の大統領府第 1次官は、それだけ権力が集中するポストなのである。 

ただし、キリエーンコはすでにロスアトム社コミュニケーション局長をおよそ 8年間務めた側近

のセルゲイ・ノーヴィコフを内政局次長に据えるなど、着実に周囲を固めることとなる。ノーヴィ

コフ内政局次長は、翌 2017年に愛国主義政策を所掌する社会計画局長に昇任した44。そして、キリ

エーンコはその権力を着実に拡大することとなる。 

また、キリエーンコが監督する社会プロセス監視・分析局は、ウクライナ戦争下において新設さ

れた部局で、地方の社会政治情勢、国民生活の最重要事項、選挙情報の収集・整理・分析などを行

い、プロダクトを作成する45。 

社会プロセス監視・分析局長にもキリエーンコの側近アレクサンドル・ハリチョフがついている。

ハリチョフは、キリエーンコ全権代表のもとで、沿ヴォルガ連邦管区大統領全権代表部に勤務し、

化学兵器廃棄国家委員会書記、大統領府内政局次長を務めたのち、ロスアトムに顧問として移った
46。こうして、キリエーンコは自らの人脈を巧みに活用して、自ら率いる大統領府の内政ブロック

の影響力を拡大した。 

 

（2）「知事の学校」 

さらにキリエーンコが注力したのが次世代人材育成である。なかでも有名なものとして、2017年

に設置された、国家官僚の育成を上から行う「知事の学校」がある47。「知事の学校」は、正式には

大統領附属国民経済・国務アカデミーを構成する国家管理高等学校のことを指す。大統領附属国民

経済・国務アカデミー（大統領アカデミー）は、2010年に国民経済アカデミーと国務アカデミー、

12 の地方国務アカデミーが再編されて誕生したもので、ソ連時代からの官僚育成機関としての伝

統を受け継ぐ48。実質的に地方知事への登竜門となっており、「知事の学校」の教育プログラムの運

営は、キリエーンコが監督している49。 

この「知事の学校」を含む国家官僚育成システムは、実際に機能していると言えよう。2024年 5

月に発足した通算 5期目のプーチン政権では、大統領アカデミー出身者の登用が目立った。軍需産

業出身者で、第 1副首相に昇任したデニス・マーントゥロフ、トゥーラ州知事を長く務め、政界に

おける影響力の強いシロヴィキ、アレクセイ・デューミン大統領補佐官 兼 国家評議会書記、42歳

の若さでスポーツ大臣に抜擢されたミハイル・デグチャリョーフなどが大統領アカデミー出身者で

ある。 

キリエーンコはいまや将来の人材プールの確保を含む全般的な人事管理者としての役割も担っ

ている。プーチン大統領の求める「政治的安定性」を確保するという意味で、相当な「重責」を負

っていると言えよう。 
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 2025 年の大統領府機構改編を経て、新たな内部部局として戦略パートナーシップ・協力局が設

置された。局長にはロスアトム出身者が就き、キリエーンコの所掌事項は、いわゆる「近い外国」

や「グローバルサウス」との関係にまで拡大している。社会プロセス監視・分析局はアフリカ、マ

リやリビア、中央アフリカ共和国の社会・政治情勢を分析しはじめたと言われ、もはや大統領府内

政ブロックは、外務省出身者の多い大統領府外交政策局など外政ブロックにまで進出してる50。す

くなくとも「近い外国」との関係は、カザーク大統領府次官率いる国境協力局などが担当してきた

が、ウクライナ戦争下において、キリエーンコ率いる内政ブロックがカザークの部門に進出し、最

終的に 2025 年 9 月のカザーク解任を受けて、内政ブロックの拡大が「既成事実化」したものと見

られる。 

 2026 年 9 月には下院選も控えている。選挙対策を担うキリエーンコは、ロシア連邦共産党の影

響力増大を避けるべく、戦時下のインターネット規制に批判的な官製政党「新しい人々」を利用し

て、梃入れを図っているとの見方もある51。 

1990 年代末に首相としてデフォルトに直面したキリエーンコは、2000 年代に連邦制改革の最前

線、そして原子力産業で着実に実績を積み、プーチンが構築した制度とその運用方法に関する知見

を蓄積してきた。いまやロシア国家官僚機構において中核的な役割を果たすキリエーンコは、プー

チン体制下における「ゲームのルール」を熟知する者と言えよう。一方で、こうした状況をよく思

わない勢力との権力闘争や所掌事項の過度な拡大による統制の不調も想定される。 

 

※本稿に示された見解は、執筆者個人のものであり、所属機関の見解を代表するものではない。 
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